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何故 教育委員会に予算が付かないのか？

• 補助金と違って交付税は総額で自治体に交付される

地方財政措置ゆえ

• 耐震化やクーラーの設置が優先

• ICTを後に回しても身体に影響はない

教育委員会内で他の予算を優先する

• 電子黒板の利用状況を鑑みると・・

• パソコン教室の利用率も高くないのに・・

ICT教育が行われていない
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• 教育委員会にとって、ICTツールは本業（学校
経営）とイコールではないという意識

• ICTを用いた授業、ICTによる成績処理などは
一部の得意な先生が行うものという考え

• 学校からも「ICTを揃えて欲しい」という声より
も「設備の充実」を求める声が多い

• 首長（財政部門）としても「教育に掛けるお金」
を総額でとらえれば、十分にかけている

なぜ教育委員会にＩＣＴ予算が付かないのか
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教育情報セキュリティポリシーガイドライン（ポイント）

•教育情報セキュリティポリシーは自治体の教育委員会が策定・見
直しを行う。

•情報セキュリティポリシーは組織全体を包括するポリシーである
ことから、基本方針は首長部局に合わせることとする。

•学校では教職員だけでなく、児童生徒も情報資産にアクセスする
ことから、対策基準は首長部局と別のものを策定する。

•教育の情報化加速化プランの施策に基づくガイドラインであり、
学校のＩＣＴの積極的な活用が主たる目標となる。

•ガイドライン〈参考資料〉記載の各項目は「あるべき姿」であり、自
治体の現状を踏まえた実効性のあるポリシーを策定すべき。

各教育委員会が学校のＩＣＴ整備状況を確認し、
自組織に合った情報セキュリティポリシーを策定。
そして不断の見直しが何よりも重要である。 13



教育情報セキュリティポリシーガイドライン（考え方）

① 組織体制を確立すること
② 児童生徒による機微情報へのアクセスリスクへの対応を行うこと
③ インターネット経由による標的型攻撃等のリスクへの

対応を行うこと
④ 教育現場の実態を踏まえた情報セキュリティ対策を

確立させること
⑤ 教職員の情報セキュリティに関する意識の醸成を図ること
⑥ 教職員の業務負担軽減及びＩＣＴを活用した

多様な学習の実現を図ること

〈参考資料〉の具体的な対策が取れない場合であっても、
上記の６つの基本的考え方を踏まえること。
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文部科学省 教育情報セキュリティガイドライン今後の検討予定

• クラウドが安全であることの妥当性の説明
（監査、第三者認証、準拠法・管轄裁判所 etc）

• エンドポイント端末管理
（未知のマルウェア対策 etc）

• 通信経路：Direct Access、教育委員会集約 etc

• 通信経路：専用線 / IP-VPN / インターネットVPN
etc

令和元年改訂

今後検討予定
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• 児童生徒に還元すべき情報等を踏まえた、
情報資産分類の整理

2020.3総務省・文部科学省「スマスク実証合同報告会」髙橋報告資料



今回も基本的には引き継いでいる

ネットワークを分けることで、セキュリティを担保 17



文部科学省が「今後の展望」としている図

分離ではなくユーザ認証の徹底 18
ゼロトラスト・ネットワーク



「校内LAN整備の標準仕様書」の構成例

先ずは学校内のネットワークを強固なものに 19
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• ICTは子どもの学び、理解を深める大事な
ツールであるという意識

• 子どもたちはICTを使った授業の増加を望ん
でいるという事実

• ICTによる子どもの把握は、多忙な先生方を
救い、コミュニケーションを深めるもの

• 教育委員会は先生から「こうすれば使える」と
いった声を集め、仕様書を作成

同じ轍を踏まないためには（利用シーンを考えた基盤整備）
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• 実証事業などと違って、提案書を作成したり、
採択を待ったりしない ＝ 今回はチャンス！

• 財政部門から大きな予算を得るならば、単体
ツールの折衝ではなくトータル提案が有効

• 教育委員会の担当者負担を考えると複数の
ベンダーと保守を結ぶよりも１社に絞りたい

国庫補助や地方財政措置が平等に認められることを武器に

教育委員会は事業者（ベンダー）と信頼関係を構築し、
学校ＩＣＴの網羅的提案（使えるICT）を受けるべき
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学びのイノベーションと

働き方改革と

情報セキュリティ

教育現場の情報セキュ
リティレベル向上は、

教育の効率化・高度化に
寄与します
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